会　議　録
１　件名　第１回コミュニティ審議会 会議録
２　日時　平成２０年５月２０日(火)午後１時３０分～４時３０分
３　場所　第１・２委員会室
　４　出席者　相川征治会長、狼正久委員、梅谷秀治委員、川嶋秀幸委員、佐藤隆雄委員、鈴木智子委員、阿部洋己委員、河村栄夫委員、酒井邦夫委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、渡辺雅美委員・・・（１５名）
　　欠席者　長岡みつ江委員・・・（１名）

　　事務局　コミュニティ課 吉田市民生活部長、海老原次長、
兼子課長補佐、樋口係長、佐久間主査、田中主事
　　（傍聴者）　1名
　５　概　要
（１）開　会
（２）議題について
　　①地域まちづくり協議会の設置に関する具体的な推進策について
　　②全市コミュニティ推進会議の設置に関する具体的な推進策について
　　③コミュニティリーダー研修の進め方について

　　④行政連絡員制度についての今後の方向性について
（３）閉　会
会議内容

　事務局　　ただいまから、流山市コミュニティ審議会を開会させていただきます。まず初めに、市民生活部長からご挨拶を申し上げます。

（市民生活部長）挨拶
事務局　　それでは、会長お願いいたします。
会長　　開催に先立ちまして、本日、傍聴の申し出があり、それを許可いたします。

　　　　　　傍聴人は、お入りください。

　　　　　　それでは、本日の出席状況ですが、出席者１５人、欠席者１人であり、流山市附属機関に関する条例第５条の規定に基づき、半数以上の出席がございますので、本審議会は成立していることを報告いたします。

　　　　　　今回の審議会は、１月２８日に新たにコミュニティ審議委員として委嘱を受け、その後３月１４日・１５日に答申書の勉強会を行いましたが、実質審議は今回が初めてとなります。

私宛に、市長から依頼がございました。

皆様のところにも別紙という形で届いていると思いますが、今回の審議会は「答申書の内容をいかに具体化していくか」ということになるかと思います。

それでは、早速ですが議題に基づいて、審議会を進めてまいります。

まず、事務局から議題事項と予算について説明をお願いし、お手元に配布してある狼委員が今後の審議会スケジュール・メニューを作成してくれました。

その説明をしていただき、それを素材に進めて行きたいと思います。

それでは、事務局から議題事項と予算について説明をお願いします。

事務局　　　４月１４日付けで、審議会会長宛に市長から答申内容の具現化についての依頼文をお出ししております。
　　　　　　これは、今後、答申を頂いた内容を具体的に進めるに当たり審議会の考え方、ご意見を伺いたいということです。
　　　　　　一点目は、地域まちづくり協議会の設置に関する具体的な推進策は、どうあるべきかという点であります。

モデル的にどこかを抽出して、あるいは、小学校区単位であるとか、前回の答申の中にありましたが、その辺を再度詳細なご意見をいただきたい。

２点目は、全市コミュニティ推進会議の推進については、これも皆様からいただいた答申の内容を、さらにどういうメンバー構成がよいのか、どういった形の組織がよいのかその辺も含めて、ご意見をいただければと考えています。
以上２点については、議論していただく中で、平成２１年度に予算を伴うものについては、毎年１０月が予算編成の時期でありますので、その辺までを目途に、ご意見をいただき、２１年度に反映していきたいと考えています。　　

３点目コミュニティリーダー研修会の進め方、こちらの進め方については、昨年１０月の答申の中でリーダーの必要性というものが謳われた中で２０年度予算に、３０万円を計上してあります。

　　　　　　行政としても審議会のご意見を踏まえた中でリーダーとはどんなものか、防災のリーダーあるいは組織を取りまとめていくリーダー、これからまちづくり協議会とか全市コミュニティ推進協議会を進めていくリーダーとか様々なものがあろうかと思います。
その辺、今年度予算を計上している関係から、少し早めに皆様方のご意見を伺いながら、事業を執行していきたと考えております。
　　　　　　４点目は、答申の中では、少しふれていただいているかと思いますが、追加配布資料で行政連絡員制度は、昭和４２年１月１日施行ということで、流山市制の施行とともに制度的には、発足した制度ですが、これそのものは国が進めた行政連絡員制度が町にもあったということで理解していただければと思います。

　　　　　　現在も、制度は残っており、平成１４・１５年度のコミュニティ審議会の中も、色々ご意見をいただいた中で、見直しを図ってきた経緯があります。

　　　　　　そういったことで、現状は、自治会の推薦で市長が委嘱しており、２年任期で身分は、非常勤の特別職であります。
　　　　　　職務としては、市政情報の周知伝達、地域住民の連絡調整、災害に関する調査、連絡をお願いしているわけですが、実態として自治会１７０で、１７７人を委嘱し、報酬を支払っております。
　　　　　　また、行政連絡員を設置していない自治会もあり、また複数置いてある自治会もございます。

　　　　　　行政連絡員制度について、近隣各市等を調査いたしますと、市政への協力依頼については、非常勤特別職という公人への依頼というよりは、自治会という組織すなわち住民自治組織への依頼という形に変化されてきているのかなと思います。
　　　　　　自治会の世帯数に応じた報酬ではありませんし、市と住民組織が対等の立場の中で、市政の協力をするということで、今の制度のあり方がいいのかどうか、時間をかけて皆さんのご意見を伺っていきたいと思います。
　　　　　　概要についてしか今回資料をお出ししていません。

　　　　　　さらに詳細に、こんな課題があるとかは、今後、お示してご意見をいただきたいと考えております。
　　　　　　以上、４月１０日付けで、答申内容の具現化ということで会長宛に依頼を出させていただいております。

　　　　　　委員の皆さんにご意見をいただくことになります。
　　　　　　この審議会の予算的なものですが、審議会の開催は、６回を予定しております。

　　　　　　報酬をお支払いできるのは、６回ということで理解していただければと思います。

　　　　　　前回の会議でもお話させていただき、皆様にご理解いただいた上で、３月に勉強会を開催させていただきました。報酬はお支払いできない形で勉強会をやっていただきましたが、だいたい月１回ペースで会議を開いていきたいということですが、報酬は６回でご理解いただきたい。

　　　　　　次に、旅費として近隣市、他市等への視察関係の予算をとっております。

　　　　　　近隣市の視察ですと４人の３回分をとっております。

　　　　　　また、特別旅費として、宿泊を伴う旅費ですが三重県津市で予定をしており、委員２名で１回分を予算計上しております。
それから、審議をしていただく中で、いろいろ行政連絡員や自治会へのアンケート調査が想定されるということで、郵送料の予算をとっております。
　　　　　　以上、コミュニティ審議会に係ります予算的なものは、報酬、旅費、郵送料になります。

　　　　　　私からは、以上であります。

会長　　何か質問がありますか。

　　　　　　なければ、次にお手元の資料のコミュニティ審議会協議事項について、委員から説明いただきたいと思います。

また、５月１６日に、市のコミュニティ課の呼びかけで、私と委員で一度打ち合わせを行いまして、この資料を提出しております。

よろしくお願いいたします。

委員　　　資料１、２は、あくまでもたたき台として作成してあります。

　　　　　　　（資料に沿って、説明）

会長　　ありがとうございました。

　　　　　　何か質問は、ありませんか。

委員　　　委員から概略の説明を受けたのですが、それと並行して私たちが知っておきたいことで、たとえば、市の方で総合計画との関係とかコミュニティ施策や、あるいは実施計画、もう少し言えば答申の中で、お願いしていた組織改編だとか、場の確保だとかこういったものをどの程度計画されているか少しお聞きしたい。
事務局　　　行政の改革という部分にも当然係ってくると思いますが、いただいた答申の内容について、毎年度、総合計画、５ケ年計画をローリングしている部分があります。

見直しすべきものは見直し、皆さんのご意見を踏まえて入れられるものは反映していきたいと思っております。

　　　　　　組織の見直し等については、地域まちづくり協議会をつくったときには、行政もどういうふうに係わっていくか、意見を聞いた中で行政として判断していかないといけない部分がでてくると考えます。
会長　　まだ、具体的じゃないということで、審議会の意見を受けて、ということみたいですね。

事務局　　　総合計画そのものは、平成１２年度から流山市の長期のものはスタートしています。その中には、コミュニティ推進ということで、生活環境の整備の中に入っております。
　　　　　　平成２２年から新たに後期の１０ケ年計画がスタートします。その見直しが今年度からすすめていきますので、その中で、審議会の方々の方向づけについて昨年答申等でいただいております。また、今年度具体的なものがでてきますので、また、新たな展開が必要な場合は、私どもコミュニティ課サイドから総合計画の審議会へ伝えていきたいと思っています。
委員　　場の確保で、小学校の空き教室については、これから進んでいく中で、必ず出てくる問題です。

　　　　　　市の内部の中で、そのような動きがでているのかどうかお聞かせください。

会長　　　今の話ですと、まだですね。

事務局　　　場の確保の課題については、各施策が３６の個別の施策がありまして、その中でコミュニティの関係については、市民参加の推進という施策があり、その中で場の確保という課題は、整理されていますがどう展開を図っていくかは、今後の課題であることは間違いないです。
　　　　　　これは、コミュニティ課サイド、企画サイドと総務サイドが入って施策の評価をして、今後のあるべき方向をきめているんですが、その中で委員が言われたことは、入っていることは入っております。

委員　　　昨年の答申だけでは、まだ、具体的に反映するところが不足しているから具体化しなさいという理解でよろしいですか。

事務局　　　そのとおりです。

委員　　　そうすると、総合計画のスケジュールをお聞かせ願えれば、どこの時点まで出せば総合計画に反映できるかがわかってきますので、スケジュールをお聞かせ願えればと思います。たとえば、今年の１２月までに具体策を出さないと
　　　　　総合計画に反映できないのか、来年の３月、４月ぐらいまで待てるのかその辺の感触はどうなのかお聞かせ願えればと思います。

事務局　　　総合計画の審議会そのものが、つい最近発足したばかりで、総合計画の今後の後期の話し合いをするために、それで、庁内組織も組織されて、今度、各サイドに振られると思いますが、まだ、その辺の具体的なスケジュールがまだ示されていません。この２ケ年でやることは、間違いありません。

　　　　　　平成２２年度の予算に反映することになりますと、２１年の１０月ぐらいまである程度の案が固まっていないとなりません。

委員　　　２００９年の１０月までに固まっていないと、ということですか。
事務局　　　そうですね。

委員　　　場の確保ということで、具体的に小山小学校は、そういう機能を持った計画がなされているんですか。
事務局　　　小山小学校は、ＰＦＩで造っていますけれども、その中に福祉会館の機能、地域福祉センターの機能と児童センターの機能と、小学校の機能をもった、複合体ですので地域住民が集まるという機能はその中に入っています。
委員　　　福祉会館と児童館の機能をその中に入ることは解りますが、コミュニティセンターとしての機能を持たせるということになっているのですか。
事務局　　　そういった位置づけには、なっていません。

委員　　　ということは、他の小学校でも考えていかなければならないということですね。

事務局　　　小学校の空き教室を有効利用活用することは、想定できるのですが学校サイドで協議すると中々そういうスペースがでてこないのが、現実であります。
委員　　　小山小学校は、設計が終わってしまっていますか。

　　　　　　決まってしまっているとしても、設計変更する余地は残っていますか。

委員　　　基本設計が出てもう渡してありますね。

委員　　　コミュニティセンターを造れといっても今ではもう無理ですか。

事務局　　　それは、無理ですね。

委員　　　この議題で２年間、審議会で小学校区単位での場の確保をしようとしてきたわけで、その計画の中に入いらないということは、おかしいですね。
会長　　答申が出たのが昨年で、間に合わなかったんですね。

委員　　それは、わかりますけど。

委員　　地域福祉センターをコミュニティセンターに変えることは難しいですか。

事務局　　　正直、地域福祉センターはコミュニティセンター的な機能を持っている部分もあります。
委員　　　出来上がったら転用することは可能でしようか。

事務局　　　転用は、できると思います。
委員　　　ある程度は基本計画の中で、こういう機能をもたせることぐらいは入っていないと、途中からは難しいと思います。
会長　　　空き教室の利用は、審議会としては強い要望がありますね、答申書の中に抜本的な改善という表現をつかっています。抜本的とはなにかというと、今は、校長の判断で体育館等は、ほとんど学校が貸し出ししています。
　　　　　　それを、校長の判断から切り離してというようなことも考えてというような意味合いも含めて抜本的という表現にしました。それから、初石辺りでは多くのマンションが建って、小学校では、教室が足りない状態が想定されています。一方、福祉会館は必ずしも１５小学校単位にないが、結構わたしみたいな高齢者の方が、安く委託され管理運営していますね。ああいうところに、コミュニティセンター機能を持たせるのもよいと、ふと思いつき、学校だけではなく、臨機応変に、あるところは中学校あるところは福祉会館というように小学校にとらわれないでという感じを持っています。

委員　　　確認ですが、具体化できそうなものを断片的には、あるけれども、実際には推進会議だとか審議会の検討を通じて反映させるかどうかということですね。

事務局　　　そうですね。その辺を踏まえてということです。

委員　　　小山小学校の問題じゃないですが、答申の中でたとえば、防災センターと一緒に機能を活用できないか、という意見も答申の前からかなり出ているわけで、新しいものが建つときには計画の中にいれないと検討を待っていたのでは間に合わないところがあると思います。
　　　　　　だから、その辺のところがどうなのかと思っています。

委員　　　私たちが昨年１０月に答申を出して、今回その具体化を図るということでやっていく訳で、その時に、市全体の計画の中に反映して欲しいと思います。事務局の話ですと、２０１０年4月から後期基本計画が始まるということは、２００９年の１０月ごろまでに、審議会で議論をして何か固まったものがあり、ぜひ実現したいので後期基本計画の中に入れて欲しいが、それはチャンスがありますよということであれば、非常に大きいことだと思います。
　　　　　　前期でやっていた２年間は、私たちは諮問にベストの回答を提示しようと必死でして、新しいコミュニティづくりの形成のための市全体の基本計画の関連はあまり考えてこなかった。それが、今回の議論の中で、これから頑張っていけば、市の計画を活用して具体化できるということは非常に良いことだと思います。
　　　　　　事務局の話の後に、お聞きすればよかったと思うが、今回は諮問じゃないんですよね。前回は、諮問でということで、私たちは諮問にいかに答えるかということで、２年間頑張ってそれなりの成果をだしてきましたが、今回の場合は、「答申内容の具体化について（依頼）」ということで、「次の事項について協議いただくようお願いいたします」ということになっています。コミュニティ審議会も諮問に対して答えるというケースもあるし、諮問への答申とは別に建議がありますね。何かちょっと役所用語だし、審議会も慣れてないので、その辺りをどのように理解したらよいのか確認したい。
委員　　　私も、関連して初歩的な質問で申し訳ないが、なぜ諮問でなくて協議になったのか、その辺を「協議」とされた市から、その趣旨を説明いただければ今後、審議会で議論する中で参考になると思いますので説明をお願いしたい。

事務局　　　私どもも内部的に議論をした結果ですが、昨年１０月に答申をいただいて、今回は、その細部にわたる推進策についてご議論いただくというかたちなので、改めて諮問ということでなく協議事項ということで建議で答えをいただきたいという考え方であります。中身的には、諮問と変わらないと思います。
　　　　　　答えをいただければ、重く受け止めて行政に反映していきたいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。

委員　　　答申で答えるのと建議と答えるのは、基本的には行政の中で重さが違うというのは、まったくないという理解でよろしいのでしょうか。

事務局　　　はい。

　　　　　　総合計画のタイムリミットは、平成２１年の１０月といいましたが、まだ、策定スケジュールが企画に確認したところ、まだ、定まっていないということです。それが最終期限であって、こちらから具体策の結論がでれば私どもはそれを持ってアクションを起こしていきたいと思います。
会長　　　他にありませんか。

委員　　　平成２０年から後期基本計画策定スケジュールが　　　　　２ケ年で行われますが、自治体では総合計画を準備する段階で各地区に住民の人たちの協議会をつくって、その提案を取捨選択をしながら、現実の総合計画に記載していくというスタンスをとっているところが、いくつかありますね。
　　　　　　もし、流山市がそういうスタンスをとるのであれば、狼委員の提案されているのとうまくヒットしていくよいチャンスですよ、２ケ年であると多分、実質１年間ぐらいは、２ケ月に１回ぐらいは１５ブロックごとに意見を聞いていけば、その狼委員が提案している１５小学校区にそれらしき地域まちづくり協議会的なものが同時に立ち上がれる可能性を秘めています。その辺の考え方はどうなんでしょうか。

　　　　　　私は、まだ、流山市の総合計画はみていないんですが、地区計画は入っていますか。

事務局　　　北部・中部・南部・東部の４地区が総合計画の中にありあます。

委員　　　これは、とても悩ましいのですが、４ブロックで１５の小学校区を最終的には集約していってもよいと思うんですが、なんらかこちらの方の具体化ということと、狼委員のスケジュールでできれば、２年ぐらいの間にそういうモデルでも何でもよいから立ち上げたいという話があって、やり方次第では、それが同時にできる可能性を持っているんでどんな感触なんでしょうか。
事務局　　　総合計画の審議会もまだ立ち上がったばかりで、もともとは平成１２年にスタートしていますから、その前段で平成９，１０年でもやっていて、そのとき、地域に出ていって当時はまだＴＸも開業してなく、区画整理も進行していませんよね。これで、１０年経って、ＴＸも開業してある程度のはり付きもでてきています。
ここ１０年を見たときにこれから見直しをやる時期なので、タイミング的に私は、このコミュニティ審議会の意向を反映するには、非常によいと思っています。
委員　　　長野県の高森町は、３０年間、５年ごと見直しをやっていましてね。
　　　　　　全地区で話したことを束ねて、総合計画に反映しているようです。

　　　　　　委員、その辺の感触はどうなんですか。

委員　　　私が、昨年つくったスケジュールには、小学校区単位でそういうものをつくって、３年ごとにローリングすることを考えてつくっています。今回ですと来年の１０月までに各小学校区でそういう地区まちづくり協議会をつくるとなると今年の１０月には、もう各小学校区に地域まちづくり協議会を立ち上げないと、間に合わないと思うですけど、それができるかどうかですね。
委員　　　移行的に考えればよいと思うんですが、地域まちづくり協議会にはいくつかのテーマがありますよね。地区的には、環境に取り組んで見たいとか、防犯・防災に取りくみたいとか地区の課題によって多分、協議会のあり方が変わってくると思うんですよ、そうすると、まちづくり協議会をつくってから総合計画に意見を反映するのではなくて、総合計画をつくるときに１５ブロックごとに、町会長さんや自治会長さんから婦人会長さん、主だった人たちに集まってもらって、そこを母体として、意見を聞き、おそらくよく総合計画でそういうヒアリング、意見集約をする。

それが一つの柱になり、私たちの地域には、こういう問題があるんだとかがわかってくるとその地区ごとに、じゃ、次のステップに、私たちは、まちづくり協議会をつくって今後、そういう問題を自分たちで解決していこうじゃないかとか、行政といろいろなことをパートナーシップで解決していこうじゃないかというふうに、移行していけばよいのではないかと思います。

つくってからやるとなると、多分時間的に無理じゃないかと思います。
事務局　　　今回の策定の考え方は、各小学校区単位に前回の平成９・１０年で地区ごとにやってきたので、今後は土台ができており見直しをするだけなので、各地区ごとに案をもちながら意見を吸い上げる方式でやっていくと思います。
　　１５ブロックでやるか、４ブロックでやるかは書いてないですが。

委員　　　委員の考え方を取り入れる良いチャンスだと私は思うのは、どっちみち何回か４地区ならば４地区、１５地区ならば１５地区で説明をとり、意見集約をする機会を必ずつくります。そうすると、何回か地区住民の方々に集まってもらっていろいろな意見を出してもらって、そのうち吸い上げられるものは、全部吸い上げていき、ところがそれっきりで終わってしまう。
　　　　　　総合計画策定期間だけ集まってもらってその後は何にもない。そうすると集まってくれた住民は、ガス抜きのためにやっているのかと、そういう批判もでてくるんですよ。ところが今回、後に控えている地域まちづくり協議会が全１５地区できなくてもよいが、この中で何地区か継続したいよねという話になれば、２年後、３年後、地域まちづくり協議会として発足していってもいいんですよ。
だから、総合計画をキッカケに一つの投げかけというか、キッカケづくりの場のチャンスとして使いのは非常に今、

　　　　　皆さんの審議している流れから言えば、非常に良いチャンスであると私は思います。参考までに。

委員　　　実は、私は、総合計画をつくるときに、地域別ワークショップとテーマ別ワークショップの両方に参加しましてね。
２年間に渡って延べ３００人ぐらい参加しましてね。
それぞれを計画書というか検討資料ととで市長に提出して、その中に総合計画に取り込んでもらえるか、当時は、総合計画にワークショップに参加した人が何人か、傍聴して意見まで言わせるということまでやりました。

　　　　　　審議会は答申が終われば、終わりということですが、そういうことになったら困るんで、私たちは、少なくとも後にどういう計画ですすんでいくか、見極めようじゃないかというので、今回のコミュニティ審議会には半数が自然発生的に残ったわけです。
　だから、そういうことでいけば、委員が言われたことを、是非少しでも実現して欲しいという私たちの気持ちであります。

委員　　　そこまでのご経験があるのであれば、そんなに難しくない気がします。

委員　　　後期基本計画の見直しの為の来年一杯の我々の任期までの推進計画は、答申の中に既に提言しています。
　　　　　　後期基本計画の見直しは、各分野にて行われるが、コミュニティづくりについては答申の内容で見直し案に入れて頂き、それに基づきタウンミーティング等で住民の意見を聞くことになれば、例えば地域まちづくり協議会の具体化なども早まり、よい風に乗っていける感じがします。

委員　　　たとえ、３地区であっても、このメンバーで協議会を立ちあげることは、並大抵のことではないですよ。
その最初の出だしはやっぱり行政の投げかけが大きくないと基本的には立ち上がりにくいですよ。
だから、私はそういう意味では、全地区、１５地区投げかけてもらうか束ねて４地区でやるかは、行政側の判断がおありでしょうから詳しくは申し上げませんが、そういう投げかけをして、何回か集まってもらい、これは企画サイドでやるわけですよ。それなしで、この審議会のメンバーが何地区か皆さんに集まってもらい、地区の方に考えてもらってとかでやるのは、そんな生易しくは立ち上がらないですよ。
　　　　　　そういう意味では、このチャンスを何かうまくおつかいになった方が、委員の考え方が、そういうやり方が意に沿わないのであれば、いますぐ地域まちづくり協議会を立ち上げるのではなく、そのブロックごとに集まってもらった人のところに、委員などの考えをお話しになった方が、長い流れの中で３年ぐらいのスパンで考えていけばいいと思いますし、それぞれの地区の自主性みたいなものがあって、自発性を訴えるようにやればそのキッカケづくりはやっぱりこの総合計画策定のチャンスをのがしては、多分できないと思います。
委員　　　それで、細かいところの提案ということで言えば、リーダー研修とか連絡員制度とかそういうふうなものも利用して、この推進会議の前段になるような、そういう人集めが必要であると思っています。
　　　　　　だから、さっき話しに出ました座学というのは、私個人的には、あまり賛成できない。聞くだけで終わってしまうというか、私のような年寄りになるとなおさらであります。

　　　　　　具体的な作業というのは、議論というようなものをやったほうがいいんじゃないかと。リーダー研修、それから行政連絡員を一緒にした方法で何かできないと思っています。
委員　　　それが母体となって、どこか正式にＡ地区ならＡ地区がコミュニティ審議会で答申を出しているから、地域まちづくり協議会にしたいねという話が出てくれば、その時に、そのあり方として一般的にいうと自治会長さんとか役持ちの方ばかり集まるような組織もえてしてあるんですが、私が世田谷で、まちづくりをやったときは、その人たちが母体になって、公募をしたんですよ。
そうすると大学生が入ってきたり、地域図書館が欲しいと主婦の方が集まってきたり、それから子供会が入ってきたり、次にそこで皆さんに中味を検討してもらい、今年はこんな活動をしようとかというように、発展していくんで、それぞれの地区によって発展のしかたが違うと思うんですね。そういう意味で、一番よいチャンスなんで活用すべきじゃないかと私は、思います。

委員　　　この提案は、どちらかといえば、形から入っていて、最終的にコミュニティ全体を大きく捉えて、理想的な姿を描きながらつくっているところがあります。

　　　　　　ただ、でも今おっしゃっているように、総合計画はまったく入ってないですから、地域コミュニティの大きな課題として地域づくり計画をつくりましょうといってますが、私はそれがコミュニティ活動を進めていく中では、一番大事なことかと思っています。それで、委員が言われたように、何とかうまく来年の１０月に間に合うように各地区でまちづくりについて考えましょうと。
　　　　　　コミュニティのことはさておいて、それをキッカケにすることは大事かなと思います。

委員　　　来年１０月では遅いので、総合計画の立ち上げは多分、もしそういう住民協議会的な、取り組みをするのであれば
　　　　　多分１０月ぐらいから、そういう組織を始めないと間に合わないので、その流れと一致していけばよいのではないかと私は思います。

委員　　　そのとき、今の総合計画のほうが、どういう体勢でおやりになろうとしているか、そことのすり合わせをして、こちらとしては、例えば小学校区単位で検討チームをつくってくださいということで、もし、総合計画の方が４地区だったらその分科会ぐらいにしてくださいよという提案はできると思います。

会長　　　事務局の説明では、タウンミーティングでやるだけなのかどうかわかりませんけどね。
委員　　　タウンミーティングじゃなくて、前にやったワークショップとかね、最近は住民参加の新しい手法として、あまり気にしない方が参加するというような、いってみれば、サイレントマジョリティが少しでも参加してくれるんだろうという方法です。そういうふうな方向がやっぱりよいのではないかと思います。
委員　　　そこで、ぜひ企画と市民生活部で考えて、今、委員がおっしゃるように、確かに、今そういう手法をできるだけ取り入れようと、住民のその協議会のチームが住民をヒアリングするやり方も結構進んできています。
　　　　　　その方法は、企画と市民生活部で協議しながら、また、他の課もあるでしょうし、ただ、そういうことを視野に入れながらタウンミーティングをやるなら、タウンミーティングでやりっぱなしでなく、それをできれば組織化するような、それで委員が言っていたように私が感心したのが、いろんなところでワークショップでいろんな計画をつくるんですが、総合計画のみならず、都市計画マスタープランと環境基本計画とか福祉基本計画とかつくりぱなしで、中に委員のように参加した人が、このまま終わりにさせないぞと、私たちが参加した計画がとのくらい実行されるか、毎年1回チェックしようじゃないかということで、残っていく形もあるんですよ。だからどういうふうにうまくかみ合っていくかと非常に行政と市民の皆さんのパートナーシップがうまく構成されていくんで、そんなやり方をチャンスとして捉えていったらよいと思います。
委員　　　後期基本計画の見直しを、行政がどうやっていくかはこれから時間もないから早く結論を出してもらわないと困りますが、今までやっているような感じの一般のタウンミーティングで説明して意見のある人に意見を述べてもらって、そんなので終わらせては、まともな後期基本計画はできないし、流山市自身があまりやる気がないと思われても仕方ないと思います。

　　　　　　やるのなら、本当に10年前と事情も変わってきているし、ベースがあり、計画もあるということで徹底的に、住民の声をいろいろな機関で聞くことをぜひやって欲しいと思うし、私たちは、コミュニティ審議会として、その中の一角にコミュニティの形成ということで、答申の内容を生かしていきたい。これから一年半かけて、私たちとしてはすごくよい目標ができましたよね。
　　　　　　私は、委員のご指摘の通りで、実際に地域まちづくり協議会をスタートさせるとか、全市の推進会議をスタートさせるには、私たちの力だけでは市民はついてこないですよ。しかし基本計画の中に行政がバッチリ入れて、たとえば、15地区ごとに地域まちづくり協議会をつくりましょうという提案を入れる中で、私たちは、モデル地区を3ないし４地区でもスタートさせていけば、あそこでやりだしたので、今度は私たちの番ですねというように、どんどん広まってくると思うんですよ。このチャンスを逃すことはないと思うし、絶好のチャンスですね。
委員　　　あともう一点は、総合計画には、現状と課題の統計分析をかなり入れるわけですよ。

　　　　　　人口だとか、高齢化率だとか子どもの数だとか施設はどうだとか、それを各地区ごとにデータをつくってもらったら、それがものすごく貴重な財産になって自分たちのまちの姿がわかってきて、他の地区とどこが違うのか比較ができます。５年ごと３パターンぐらい１５から２０年ぐらいで分析しますので、それを各地区で持つとなると自分の地区の姿がよくわかります。移り変わりがわかるし、行政が市の今後１０年を考えるときにこのことぐらいの分析はするんですよ。一般的にそういうことがなければ地区の数値統計分析はしないんですよ。
　　　　　　全市でそれをやるので、それを分ければよいだけの話しですから、市にお願いをしておけば、自分のまちの姿の移りかわり、それから今後の自分たちのまちは人口が減っていくだとか、うちは逆に伸びていくんだとか、そういうことまでもわかるんで、そういうことをお願いしておくと、地域まちづくり協議会の資料づくり、財産づくりになると思います。
会長　　　ここで、一旦休憩します。

　

　　　　　　　　　　　　　休憩

会長　　　審議会を再開します。

　　　　　　終了は、４時を目処にします。
事務局　　　先ほどの総合計画のスケジュールのことで、まだ、公になっていないんですが。今知り得た情報によると、今年度のうちには、委員が言われた現状、課題の整理ということが出てくるみたいです。
ある程度、委員が作成したスケジュールでいくと、この１０月までにある程度の方向性を出していただくと非常に反映できるかなと思います。

委員　　　今年の１０月ですか。

事務局　　　今年の１０月です。

　　　　　　かなりスピードを上げていただかないといけないという感じはします。
会長　　　じゃ、わかりました。

　　　　　　皆さんが総合計画にリンクさせるべきだということであれば、審議会としても重く受け止めたいと思います。

委員　　　あまり時間がないので、私個人的には、決めていただきたいのは、資料２で見ますと協議事項４つ受けましが、　　　　　今後４つだけ協議を進めるのかどうか、その他の事項はなしでいくのか。それからリーダー研修については、急ぐんで、私としては何か部会的なものをつくって、専門的な検討していただいたほうがよいのではないか、３点目は、全市コミュニティ推進組織と地域まちづくり協議会は、今までの議論で結構なされたんで、それをやりだすと結構また時間がかかりますけど、基本的には、総合計画に何とかリンクをしたいと、その場合に前回の答申では、全市コミュニティ推進の全市的な活動計画も総合計画に反映させることを謳っています。それを、全市コミュニティ推進会議でやるかどうか、それかもう一つは、地域まちづくり協議会を前提として、何らかそういうチームを立ち上げるということで、10月ではもう間に合わないかもしれないが、できるだけ早く立ち上げて、できるだけ反映させていくよう努力するか、そこら辺の議論を一時間の間にしていただきたいと思います。
会長　　　市からの協議事項の４つ以外にいくつかありましてね、場の設置とか、他に何か無いかということと、行政連絡員は、後回しでよいか。リーダーの研修は、具体的にどうするか、それから全市コミュニティ推進会議と協議会の立ち上げはどうするか。そんなところだと思うんですが。それに絞って、少なくとも研修チームについては、今日作れるかなと思っています。
　　　　　　それについて、ご意見ありませんか。

委員　　　リーダー研修と行政連絡員研修を一緒にして、たとえば、

　　　　　リーダー研修は、幅が広いですね。リーダーを養成しようというのはよいのですがそういうものではなくて、もっと地域まちづくり協議会の設定という目的から、それに狭めたリーダーの養成ということでどうなんでしょうね。

　　　　　　そこで、養成というよりも理解してもらう、それの推進会議のメンバーになっていただけるような、リーダーをということで、それから、行政連絡員についても同じように、今年度は、そういうものに特化した役割を担ってもらえないかなと私の意見ですが。
会長　　　あまり気にしないで、どんどん思いついたことを言って下さい。

委員　　　リーダー、行政連絡員、全市コミュニティの件、過去４回か５回審議会でやっていて、それについて建議書が出ていまよね。これまでの建議書の件はどのように捉えているんですか。そういうものが全然反映していないのか、それとも、それを引き続きつづいてやるのか、改めて全部だし直しでやるのか、その辺を教えてもらったほうがよいと思うんですよ。
　　　　　　審議会で、行政連絡員についても平成１２，１３、１４、１５年にやっていますね、全市コミュニティが４回やってます。それでその結果が建議書に出ているものと出ていないものがありますけれど、全部で７つあるんですが、結局その建議書がどうなっているのか、全部なしで今回から新しい形で初めるのかお聞きしたい。

事務局　　　行政連絡員制度ないし全市コミュニティ関係で何度か建議をいただいていますが、反映できていない部分も確かにあります。
特に、平成１４年、１５年の建議で行政連絡員制度については、平成１７年に見直しをしましたが、建議どおりの見直しはされていない実情があります。
引き続き、そういったことも踏まえて、今の状況にあった行政連絡員制度の見直しなり、リーダー研修の部分ももう一度ご意見をいただきたいという主旨であります。
　　　　　　よろしくお願いいたします。

委員　　　わかりました。

　　　　　　ある程度、前の建議書をいくらか加味して、新しくもう一度審議するということでよろしいですね。

事務局　　　はい。

会長　　　他にありませんか。

委員　　　行政連絡員制度は、後回しでよいですね。今の話ですと総合計画に反映させるほうを優先でよいですか。

事務局　　　２年間の中で、審議していただくというのであれば。

委員　　　一筋縄ではいかないですよ。行政連絡員制度廃止をお手伝いしましたけれど、自治会にも補助金を出して、尚且つその中の行政連絡員にもお金を支払っているんですよね。
　　　　　　そうすると年間、トータルすると約４００万程度になるわけですよね。これをうまく効率化したいというのが行政の狙いだと思うですが、既得権益みたいな考えの人が、すごく多いんですよ。確かに自治会推薦なんですが殆んど変　わらない。ずっと固定していたり、ある自治会はちゃんと会員内で交代したりと不公平感がでてきています。かたくなな人は、私はずっとやり続けるんだという人もいるんですよ。多分、委員のスケジュールで、行政連絡員研修会で皆様が集まるときに、行政連絡員制度に必要性を感じているか、今後ともやるきがあるかとかアンケートをかけて、時間をかけながら市の方に材料を提供する作業だと思うんですよ。
委員　　　行政連絡員制度については、今日そういうこともあって、この一枚の資料で現状の基本だけを教えてもらっているが、過去２年の検討の中でも、特にこの制度について検討もしたことがない。そういう意味で私たちにとっては新しい問題ですよね。
　　　　　　ですから、前回やっているように関係者にヒアリングするなり、行政から現状と問題点を指摘していただく必要がある思います。
そのまま続けてよいのか、何が一番問題なのか、どういう点を直さなければならないのか等、私たちが理解しない限り検討できないですよね。
自治会長や行政連絡員経験者も含めて議論したい。そう
いう意味では、もっとしっかりしたデータなりを行政からいただきながら、私たちが過去２年でやってきたように、実際、そういう人たちと会って話を聞くなりしないと、そんな迂闊な回答はできないと思います。
委員　　　私も同じような主旨ですが、委員の意見ですとコミュニティリーダーとイコールにさせて、行政連絡員を研修にも出席させたらどうかというお話ですが、行政連絡員は今回は取りあえず、別にして、それで、行政連絡員だけについて委員がおっしゃっているように、過去の経験もあるようですし、そんなこともしっかり踏まえて、コミュニティリーダー研修とは別にしたらいかがかなと思います。
委員　　　私は、コミュニティリーダーというのは、推進会議だとか地域協議会の母体になるような人材が必要だと思うんですよ。リーダーの育成だけで実際にそれだけの人数が集まるかという問題もあります。そこで答申の中にもあるように、自治会連合だとか自治会長もそうなんですが行政連絡員と自治会長とは、かなり重複しているが、そういう人も協力してもらわないと人材的にどうなんだろうと思います。そういう意味でリーダーを育成するのと併せてやった方がいいんじゃないかと思うわけです。
委員　　　私も、先ほどの中に、部会ということがありましたけど、これは、それぞれが早めに部会をつくって、それぞれが担当してやったほうが話がすすむんじゃないかと思います。

　　　　総合的に話していると、いろいろなところを行ったり来たりしてしまうからです。それから人材育成、活動拠点については、青野議員の議会の質問の答弁にのっているんですが、これは、おそらく部長の答弁でしょうね。
人材育成、活動拠点の確保、行政の改革について、ご提言をいただいたところですと地域まちづくり協議会の設置である、このコミュニティ設置にあたっては、地域リーダーシップの育成、活動拠点の整備が最重要課題になります。
このため地域リーダーの育成については、平成２０年度予算によって、地域リーダー育成の予算のため講師謝礼を予算計上しております。これが青野議員の質問でコミュニティ課の担当部長の答弁ですよね。
　　　　　　戸部議員の質問の答弁も同じくここにあります。
このリーダーのことだけでも非常に大変で、全部ひっくるめて４つの議題をというには、分けてやらないとまとまらないと私は思います。
６回の会合でこれだけのものをまとめるのはよほどじゃないと、大変じゃないかと、だから勉強会とかで進めないと先ほどのタイムリミットを考えると、非常に私は厳しいと思います。
委員　　　確かに委員のおっしゃるように、とにかくリーダーシップを持っている人がきてもらうことが大事ということもよくわかるんですが、行政連絡員について、新たに項目をもって市から建議を求められたというのは、今の行政連絡員をそのままリーダーとして横スベリするようなことよりも、やはりここで根本的に、従来の建議とかそういったものを踏まえて、時間をかけて行政連絡員というものを今後、審議会で検討したほうがよいのではないかと思います。

これは、行政連絡員は、行政連絡員としてもう少ししっかり検討して、ここにありますように現状調査、新制度検討を踏まえてそれから、コミュニティのほうに入ってもらうのであれば入ってもらう、そんな経過がよいのではないかと思います。
委員　　　私の理解は、阿部委員の意見は行政連絡員研修とコミュニティ研修は、同じことをやるんじゃもったいないというところからでているのではないですか。
委員　　　というか答申内容の具現化の中に、入っているわけだから答申内容に関係するようなコミュニティリーダーとなるとそういうことになると思うんですが、行政連絡員制度についてもその方向性の中に入れてよいと思ったんですよ。

委員　　　行政連絡員の制度を検討していく中で、先ほどちょっと話したように、存在意義をよく検討した中で、たとえば、行政連絡員の人が地域協議会に入っていくということはあり得ると思います。

　　　　　　ただ、行政連絡員をすべてコミュニティリーダーと見なすことは必ずしも賛成できないので、結局コミュニティリーダーの対象となる人の中に、そういう人もいるという理解でよいと私は思います。
　　　　　　必ず全員がコミュニティリーダーになりなさいということでは私はないと思います。

委員　　　勿論そうですよ、だからコミュニティリーダーを研修してもどういう人を研修するかは別として、全部がコミュニティリーダーになるとは限らない。それと同じように、行政連絡員でもコミュニティリーダーになって欲しいと思ってもなれる人となれない人が出てくると思います。

委員　　　それは、手を上げてもらえば、私はいいんじゃないかと思いますが。行政連絡員にもどうですかと声をかけて、自発的に手を上げてくれる人については、リーダー教育をするという考えでよいと私は思います。
委員　　　制度自体をどうするかということを、後回しにするかどうかであって、リーダーの対象とすることについては、別にやぶさかではないですよ。
委員　　　行政連絡員制度そのものについては、後回しで検討して、リーダー研修の対象になるメンバーとしては、行政連絡員とか自治会長とか、それから社会福祉協議会の代表者とか青少年育成関係者だとかそういうところが多くさんいると思うんですが。コミュニティの機能としての役割を持っている人がいっぱいいるわけですよ。そういう人をこの対象に、そういう研修の場を設けてあげるということは必要であると思います。
会長　　　今、貴重な研修の中味の検討が行われたんですが、研修をやるにあたっては、さらに検討は必要であると思うんですね。別の何らか研修チームという組織ができて、その中で検討して皆さんにあたるということでいかがですか。
というのは、研修については、今年、予算が３０万ついているわけで、講師謝礼これを生かすためには、早急に、何らかの研修の検討組織が必要かなと、他にも、色々な組織が必要であるわけですが、優先順位的には、これが一番早く必要かと思います。
委員　　　どこまで、審議会としてこのリーダー研修に関与するかということがありますが、従来のスタイルで行政が考えるやり方では、私は、いかがなものかと個人的に思うので、実行部隊になるならないは別にして、やっぱり、知恵を出すべきじゃないかということで部会をつくったらどうでしょうというのが私の提案です。

会長　　　そこで、３０万をどう生かすか、更には、来年はもっと予算を増やすか、そういうものをどういうやり方で、というのをここで、月一回でやっていたのでは埒が明かないので、早急に分科会かなんかで、頭数を少なくして具体的に詰めて、今年はこうしよう、更には来年、再来年につなげた検討チームを作りたいということで、先ほど狼委員がいわれた４つの課題の一つの行政連絡員は、後回しということで皆さんよろしいですね。後は、検討組織をどうするかですね。
委員　　　以前、これからコミュニティリーダーは、２０世紀型の「オレについてこい型リーダー」から、２１世紀は、「参加型リーダー」といいますか、各々が自覚を持って参加するチームづくりのリーダーに変わらなければならないということで、私たちが話をしたと思うんです。今、議論に出ている自治会長とか行政連絡員という「ついてこい型」が多い現在のリーダーの意識をどう変えるかという部分と、新しいコミュニティリーダーといいます「参加型のリーダー」をどう育てるかというその両方を取り組んでいかなくてはならないと思うんですね。また、ただ３０万の予算をどうするかということだけじゃなくて、コミュニティ課で予算化されたものだけでなく、それ以外にリーダー育成からみていろんな研修の予算が市の中にあると思うんですが、そのような活用も視野におきながらやっていくことが、必要ではないかと思います。
会長　　　何か組織をつくりたいと思うが、どうでしょうか。

委員　　　質問ですが、そのコミュニティリーダーというのは、一体委員は、どういう風に捉えておられているのかわかりませんが、私は、こう思うのですが。たとえば防災ならば防災協会がありますよね、そこのリーダーもやっぱり立派なコミュニティリーダーだと思いますし、自治会長もそうだと思います、あるいは子供会育成会、子供会の会長さんとかそういう人たちが、立派なカリキュラムをつくってやったとしても、やる側にその意識がない限りは、育つはずがないんですよ。今までの行政は、何々講座、何々講座といっぱい色んなことをやりますね、そこからリーダーが生まれたためしはなくて、東京都の国分寺市は、年間９回防災リーダーの研修をやっており、それで6回以上参加した人にワッペンをあげています。参加した人は、受講したという意識で、地域で何とか防災協議会をつくろうというように、目的を皆さんそれぞれもっていて、その力を地域のために発揮するということが、リーダーとなっていくので、それを総合的な一つの研修でやるのは、たぶん不可能に近くて、それぞれのテーマというか聞きたい人に合わせた座学であるわけです。一番地域リーダーが育っているなと思うのは、先ほど委員がおっしゃっていたワークショップを経験した人ですよ。要するに自分たちで体を動かした形式のものです。委員の資料にもファシリテイターについて書いてありましたけれど、そういう研修で実践をしながらというようなことで何か考えていかないと、カリキュラムをきちっと決めてやるということでは、不可能に近い、このスケジュールに併せてみると先ほど１０月までに地域協議会を立ち上げるというのは、不可能でとりあえず企画課が総合計画をつくるために１０月あたりから、今回はタウンミーティングになるのか前回のようにワークショップになるのかわかりませんが、絶対呼びかけるはずなんですよ住民の人にそれが、町会長さんとか自治会長さんとか婦人会長さんとか、宛職を持っている方々とそれ以外にも呼びかけられるんですよ、それを一つの（仮称）地域まちづくり協議会とか、あるいは、（プレ）地域まちづくり協議会とかいうように名前をつけて、それぞれ６回ぐらいワークショップを含めてやるはずなので、そこで何かこういう話を聞きたいというのであれば、その地区コミュニティだとか、そういう話でも、ワークショップの中でだれかが、そのワークショップのやり方だとかというようなやりながら学ぶ、そのワークショップの中で専門の方がきて、こうやっていきましょうとか、あるいは提示法がいいですよとか、あるいはファシリテイターとはこういうのですよとか、こういうほうがいいよとか、教えてくような実質を通じながらの研修をやって、それで、リーダー化を図っていけば、一年ぐらい進みますと、それぞれ差異はでるでしょうが、１５チームの中には、おれたちは、地域まちづくり協議会へ移行しようやとか、出てくればそれは、地域まちづくり協議会になってもらいましょうとか、というように、つくっていればいいし、それらがいくつかできてきたら一つは、全市コミュニティみたいなのが連合的な形でできてきて、委員の考えておられるその全市コミュニティを連絡会的じゃなくて、実行部隊的なものにつくりたいという発展みたいですから、全市コミュニティ協議会は、１５の内、１０地区で仮りにつくったら、その中で議論をしてそこの実行部隊とか事務局体制の中に、どういう研究会をやろうかとか、つくっていけば流山としては素直に行くと思います。そういう行政の呼びかけの力をかけないで、いろんなことを考えていても、たぶん立ち上がらないと思います。そういう流れでいけばもしかしたら脱落するチームもあるかもしれないが、それはそれで、待たなきゃいけないとそういう流れで、理解するこのスケジュールは何らかそう苦労しなくても行くんじゃないかと、あまりにも制度設計を先に考えると、実際つくったときにあてはまらないと、すごく四苦八苦するんですよ。

アドバイスとして申し上げると、そういうふうな流れで捉えていくとそうしゃかりきに頑張らなくても、うまく流れていくような気がしますがどうでしょうか。
委員　　　私がイメージしたリーダーは、地域まちづくり協議会とか推進会議のやっぱりリーダー役になる人で、地域全体の課題をにらんでみんなを参画させるファシリテイター的な役割のリーダーを想定していますね。もう一つは、２番目に書きましたけどそれを支える人として、防災リーダーとか各部門のリーダーも必要かなとそれからもちろん一番ひとりひとりにある程度リーダーじゃないけれども、コミュニティに参加する意識を高めていき、全体がもりあがるような思想で書いています。
今日は、前回の答申に沿って制度設計的なことはあるんですが、研修も私はどっちかというと座学よりは、そういうワークショップとか体験とかそういう実践の場を通して、そこで体験学習をしながら、成長していくほうを優先したいと私は思っています。それに基づいてから、もどって学習するのか、ある程度基礎的なところは、その座学的に私は、並行したところも必要かと思って、私は座学先行型、実践の場後追型じゃなくて、私は、実践の場を先行しながら、たとえば、既存のNPO団体にいって、そこの活動に参加してみるとか、それから今回は、立ち上げとか実践の場を用意してあげることによって、そういう教育の場、交流の場という考え方が強いですね。
委員　　　私も賛成ですね。座学も必要で、私がやる手法というのは、全体の一番に立つリーダーというのは、まず、最初に何をやるかというと、町の点検調査のようなワークショップをやって、町の見方はいっぱいありますね。単純に、良いところ悪いところという見方が一つあります、それ以外にも自分たちの町に誇れる宝があるかとか、あるいはどういう人たちが住んでいるとかそういうことを全部町を歩きながら、地図上に書いていったり、まちをこんどはどうやって育てていったらよいかということを議論しながら、一つの地図にまとめていく、あるいはひとつの記録集にまとめていくかとか、そういうその研修をして、なぜ、それが大事なのかあるいは、こういう目に見えない数字の分析もあるということを、座学も入れて、一番よいのは合宿研修もあるんです、何で合宿がよいかというと夜いっぱいみんなで飲むというのが非常に後々交流がすごく深まるので、そういう総合研修があって、その中に部門別のものがあって、そういうものでやっていけば比較的そこからリーダーが育ちます。
　　　　　　だから、総合計画と僕はリンクしたほうがよいと思っているのは、先ほどいったように何にかの人を集めるんですよね。一地区２０から３０人その人に最初に増員のためのワークショップをやってもらうと、そこからリーダーがでてくる可能性ができます。そんなふうにしていくと、この審議会のメンバーの労力もかなりさかなくて、皆さんそこのワークショップに一緒に参加してもらうといいんですよ、毎回じゃなくてそうすると、そこの地区の様子もわかるし、この人はこの地区のリーダーになりそうだなとか、ワークショップのときに、講師がいるならば講師みたいな人を入れて、町の見方、歩き方とかやれば、結構、そこから力を発揮する人は出てくると思います。それをコミュニティ審議会で実際カリキュラムを組んで、人を集めて何にかをやるというのは、ちょっとしんどすぎると思います。
委員　　　人材育成に関しては、一昨年の審議会の中で井崎市長はそれまであった「創生塾」は中止したが、その代わりいろんな審議会に市民に参加してもらい人材育成をやっていると言われていました。もちろん審議会等での育成もいいのですが、それだけでなく別途人材育成の場を持って、自治会や審議会の関係だけでなく一般市民の中から自分もやってみたいという人たちを公募して人材育成をしていくことが大切だと思います。
　　　　　　コミュニティリーダーの養成については、昨年の答申に応えて行政サイド、コミュニティ課からまず行政のアイディア、考え方を提示願いたい。予算を３０万円とってもらっているのは原案があってのこと。また過去いろいろと経験もあるはず。その原案を出してもらい、それをたたき台にして審議会で議論するのが効率的ではないでしょうか。そのたたき台を時間をかけて分科会で検討し、それを審議会に提案してみんなで検討するほうがより有効的だと思います。

委員　　　先ほどの委員のお話のとおり、前に八木南コミュニティの話が出たんですが、私は会長を８年ぐらいやっていますが、いろんな職をその中の委員というのが先ほどいわれたとおり、ＰＴＡ、子供会、老人クラブ、民生委員、学校の校長、消防団員、議員、野球部、市民の会、婦人部そういう方たちが入っているんですよ。

こういう方たちは、裏に隠れて埋もれた人が多くさんいるんですよ。
表に出ない方のほうが横のつながりを必ずもっているんですよ。私もワークショップじゃないですが、よくやっています。
ＮＰＯの会合も東葛の会合も全部でているんですよ、それが勉強だと思っているんですが。

最後に一杯会という話がでましたが非常に重要ですね、私は、会合を持ったときに必ず一杯会をやります。
そうすると腹を割った話が出ますし、ものすごく良い話が聞けますね。
最後に、座学先行実践後追い型と座学実践並行型これは、私は、座学実践並行型がよいと思います。
それから、２年前に私がパートナーシップの役員で、２年間会合でやった答申書がありますが、この中に市民会議の事務局は、コミュニティ課、市民活動推進室で行うということが載ってるんですが、このことは消えているのかどうなっているかわかりませんが、こういう答えが答申で出ています。

今の話でいくと活動推進室は、今代わってしまっていますよね、ＮＰＯの集まりですよね、もう、毎日毎日ＮＰＯで満員ですよ、掲示板を見ると会合、会合と毎日あります。
今日の広報にも載っていましたが、市の委託、アウトソーシングで、そんな方の会合の話は素晴らしいですね前向きでびっくりしますね。
よくやっていると思っています、それも強制でなく集まってくるんですね、そういう人たちじゃなければ、いろいろな総合的意見を求めても、前向きな姿勢の方たちが集まらない限り、難しいじゃないかと私は思います。

委員　　　基本的な話ですが、リーダーというのは、何人ぐらいで作られることを想定していますか。

会長　　　想定はしていないですよ。

委員　　　自治会は、１７０ありますよね、１自治会Ⅰ名で１７０人でということではないのですか。

　　　　　　大体の人数を想定しないと研修の内容をつめていくのもよいのですが、どのくらいの人数、規模ということをあらかじめ想定した方がいいんじゃないかなという気がするんですが。

会長　　　でしょうね。

委員　　　あと、定義づけというか何をやってもらうのか。

会長　　　そういうことを含めて、分科会なりチームで引き受けて、想定して、頭数は何人ぐらいで、こんなことをするとか。いろいろ話をしてもらいたい。

委員　　　ただそれをやると、頭数を決めたやり方をすると、やることが目的になっていく可能性がある。そうじゃなくて、今、私たちがやるべきことは、そういう研修会とは言いながら、そこに参加して一人一人が自分の役割があって、そして楽しかった、そういう場をいかにつくるかということで、結果的にリーダーが育つ、ですからそういう座学、ワークショップも含めて、逆にいうと研修の部会でこんなことをやろうじゃないかということをかためて、皆さんに相談して、こういうことでどうでしょうかといった形にしないと、ちょっと今ここでこの研修会のいろいろな話をしても、本当に際限がない、見えるものを研修部会でつくって、こういう形で進めようと思いますが、どうでしょうかという形にする方が良いと思います。
委員　　　●●委員に、部会長になってもらいませんか。

委員　　　部会長の話は置いておいて、研修会のメンバーの一人として参加しようと思っております。

委員　　　関連ですが、委員がおっしゃった意見の中で、おれについてこい型のリーダーじゃない、いわゆる、ファシリテーター的なリーダーに非常に賛成なんですよ、ところがここに出てくるリーダーというと、大体頭に浮かぶのはおれについてこい型のリーダーなんですよ。

　　　　　　あるいは、知識も豊富で実行力もあるし、こういうふうになってしまうんで、もう少しリーダーを検討してもるところでいいんですが、たとえば推進会議の事務局をやってくれる人とかそういうふうな、もう少し具体的なところがほしいなと思うんですけれども。
委員　　　リーダー研修というと構えるんですよ。
ファシリテ―ター研修とかネーミングも少し考えた方がよい気がしますね。
委員　　　だから、自治会長になるとおれがリーダーだとなっていくんですね。

会長　　　かなり時間をかけてよい議論をしましたが、これからは恐らく部会だとかチームだとかをつくって、ベースみたいなものを議論したいと思うんですね、今日の議論を踏まえて具体的な研修を進めるチームでもつくってはいかがですかね。
そこで、チームをどういうふうにつくりますか。

　　　　　　大体、これで８月までにそのチームでつめてもらって、今回の議論を踏まえて。

委員　　　これは、私の勝手なスケジュールですから、行政がもう少し遅らせてよいというのであれば別によいのですが。
会長　　　今年度、事業をやらなければならないでしょう。
チームでも作ってつめてもらい、審議会に報告してもらうことでいきましょう。

委員　　　固定メンバーを決めておいて、意見を言いたい人は、たとえば時々参加するとか。

会長　　　チームのメンバーにこだわらずに、あそこ面白そうだから行ってみようとか、言いたいことがあったらいってみようと、聞く方もそれを尊重する。そういう組織がこの研修だけでなく、今後の組織もそういうことかと思うんですけれども、とりあえず梅谷委員どうですか。

委員　　　私も研修のメンバーには、なります。

会長　　　やはり、メンバーじゃなくリーダーにどうですか。
委員　　　やりたい人が集まって、その中でリーダーを決めていくことが大事です。
会長　　　その意見に従います。

　　　　　　何人ぐらいがよいと、手を挙げてもらってもよいです。

委員　　　２人というわけには、いかないし。

委員　　　今までの経験から、全員が毎回必ず出席できるとはかぎらないので最低５人はいると思います。

委員　　　もしかしたら、コミュニティ何とか部会ができても、重複参加してもよいことにしないといけない。

会長　　　前回は、３つつくってヨーイドンとやったけれど、優先順位があるから、まず、研修で次のテーマはまた重複してもやるそれでどうですか。
委員　　　今回は、起草部会ということですか。

会長　　　研修をどうやってやろうとか、今日議論していたことを、リーダーから始めてネーミングやリーダーはやめようとか、いろいろな研修に市で３０万の予算があるので内容をつめていきたい。
やっつけ仕事でなく、来年それ以降につながる考え方をもったチームで、考え方を提起してもらってそれで審議会でそれでいきましょうと一応合意して市に建議をするということですよね。
委員　　　会長さんの方で、素案をつくっていただいてそれに従ってもかまいません。

会長　　　そういう意見もありますし、５人立候補してもらって立候補がなければご指名させていただきたい。
　　　　　　どうですか。５人程度でよろしいですね。

委員　　　過去２年の経験では分科会を３つぐらいつくって、全員

が自分の入りたい部会に入ってやりましたよね。３つの分科会のリーダー３人と会長、会長代理で起草委員会をつくり、それぞれの分科会での経験を生かし、いろんな他の分科会の話を聞くことができ、大変有益であり、有効であった。
　今回もどんな部会でどんなことをやるかを明示して全員から希望を聞いたらどうでしょうか。この場で手をあげなさいと言われてもむずかしいと思います。

委員　　　ファシリテ―ションというとカタカナでむずかしく思うんでしょうが、簡単に言うと上手な話の進め方ということです。話し合いがうまくいく場づくり、その方法がファシリテ―ションです。ですから、そういうことに関心があれば、ぜひ人材育成部会で一緒にやっていただきたいと思います。

委員　　　ちょっと、はずれるんですが、気になることがあるんですが、推進会議の準備会というか、それは早く立ち上げないでいいんですか。推進会議の方は、確かに１０月になっているみたいですけれども、準備会が１０月ですか。
委員　　　準備会を１０月に作るということでよいかなと、議論してからかなと思っていたんですが。

会長　　　私の提案は、今回何とか研修チームの目途をつけたいと思って、ちょっと焦っている発言なんですよ。

委員　　　会長なり、委員でだいたいの原案をつくってもらい、それにもとづき希望を取るということでどうでしょうか。その場合、コミュニティリーダー研修だけでなく、まちづくり協議会や全市推進会議も含めて分科会をつくり、皆さんの希望を聞きながらどこかの部会に入ってもらい、それを全体として起草委員会でまとめていくという体制をてとれば具体的に動きだすのではと思います。
　　　　　　今日は準備が足りないのならば、もう少し検討いただいて会長なりの意見を入れて提案いただいてはどうでしょうか。

会長　　　今日は、だいたいこの委員の作ってくれた資料を基本的には、合意的なものにしたい。できればタイムスケジュールを見ると忙しいなと、それに研修はチームでもつくれればいいなということで、ほぼ思惑どおりはすすんでいます。ただ、あまり決めつけてもしょうがないので、場合によっては次回の審議会と言わずに、Ⅰケ月後の６月の勉強会にでも実質的に提案することで、できればリーダー育成だけでなく、ほかのチームも考えて提案するとか委員の提案はそういうことですね。
委員　　　そうです。一番時間的に急ぐのは人材育成部会ですが、その他に少なくとも協議事項の対象である地域協議会部会と全市推進会議部会の３つの部会が必要だと思います。

委員　　　勉強会で、体制を決めてしまうのは、いかがかと思うので、たとえば６月１７日の勉強会を審議会に格上げして、８月１９日の勉強会を下げて、６月１７日までに今の議論を受けて、たとえば地域まちづくり協議会やまちづくり検討チームみたいなものをどう立ち上げていくかまで、見ておかないとさっきの人材育成とまちづくり検討チームが実践の場になる可能性もあるんじゃないかと思うんですよ、そういうことを含めてどういうテーマを立ち上げるかという提案を、次の６月１７日のそこで決める場にしないと、おそらくまとまらないでしょう。
会長　　　いかがですか、審議会に６月にすることはできますか。

委員　　　原則第３火曜日は、決定ですか。

会長　　　審議会及び勉強会の開催日を第３火曜日として、皆さんとの合意事項にしたいと思います。だだし、原則ということです。
委員　　　第３火曜日は、決定ですね。

事務局　　　６月１７日は、午後２時ということでどうですか。

会長　　次回の審議会は、６月１７日（火）午後２時からとし、
　　　　　８月１９日を勉強会とします。

　　　　　　次回までに、事務方と協議して検討組織を提示したいと思います。場合によっては、だれだれ委員さんお願いしますというように指名させていただくかもしれません。

委員　　　もう少し、総合計画とのからみで推進組織とまちづくり協議会を具体的にどういうふうにもっていくか、また、先ほどのチームをどうするかも含めて。ちょっと考えてみます。
委員　　　それがポイントだと思います。

会長　　　今日は、この辺で終わりにしたいと思います。　
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